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■他団体の評価委員会における「評価の基本的な考え方」（「評価基本方針」）の記載事項 ※点線枠内は、事業年度評価に関する「評価要領」等に定められている事項（今回関係する部分を抜粋）

評価委員会名称
病院法人と大学法人の両方を設立する団体で、共通の基本方針を定めている事例

厚生労働省独立行政法人評価委員会 病院部会
岐阜県 地方独立行政法人評価委員会（案） 秋田県地方独立行政法人評価委員会 東京都地方独立行政法人評価委員会 大阪府地方独立行政法人評価委員会

評価

委員会

形態

対象

法人

(数)

共通委員会

（専門委員型）

病院(3)

大学(1)
共通委員会

病院(1)

大学(2)

共通委員会

（部会型）

病院(1)

大学(1)

研究(1)

共通委員会

（部会型）

病院(1)

大学(1)
共通委員会（部会型）

標 題
岐阜県地方独立行政法人の評価の基本的な考え方につ

いて 【共通】

秋田県地方独立行政法人の業務実績に係る評価基本方

針 【共通】

東京都地方独立行政法人の評価の基本的な考え方につ

いて 【共通】

大阪府地方独立行政法人の評価の基本的な考え方につ

いて 【共通】

厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価

の基準 【共通】

趣旨規定

岐阜県地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）において、地方独立行政法人法（平成15

年法律第118号。以下「法」という。）の規定に基づき

地方独立行政法人（以下「法人」という。）の業務の実

績に関する評価を実施するに当たっては、以下の基本

的な考え方に基づき行うものとする。

秋田県地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）において知事所管の地方独立行政法人（以

下「法人」という。）の評価を実施するに当たっては、

以下の方針に基づき行うものとする。

この「基本的な考え方」は、今後、東京都地方独立行

政法人評価委員会（以下、「評価委員会」という。）と

して、地方独立行政法人（以下、「法人」とする。）の

業務の実績に関する評価を各分科会が実施するにあた

っての基本方針や評価方法の基本などについて示した

ものである。

大阪府地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）において、地方独立行政法人（以下「法

人」という。）の評価を実施するに当たっては、以下の

考え方に基づくものとする。

年度評価については、この｢基本的な考え方｣のほか、

各法人の「年度評価の考え方」に基づき実施する。

厚生労働省独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）において、厚生労働省所管の独立行政

法人（以下「法人」という。）の評価を実施するに当

たっては、本基準に基づき行うものとする。

なお、評価委員会に設置される各部会は、本基準に基づ

き、評価の基準についての細則を定めることができる。

評価の基本方針

１ 評価の基本方針

(1) 評価は、法人の業務の実績の全体について多面的

な観点から調査・分析を行い、評価すべき点や改善す

べき点等を明らかにすることにより、法人の業務の質

の向上並びに法人の組織及び業務運営の改善及び効率

化に資することを目的とする。

(2) 法人化を契機とした特色ある取組や、法人の業務

運営を円滑に進めるための工夫などを積極的に評価す

る。

(3) 評価を通じて法人の業務運営の状況を分かりやす

く示すことにより、法人の業務の透明性を確保し、県

民への説明責任を果たす。

(4) 法人への業務の実績に関するヒアリングの実施や

評価結果に対する意見の申出の機会の付与などによ

り、評価の公平性、透明性及び正確性を確保する。

(5) 公立大学法人の評価に当たっては、教育研究の特

性に配慮する。

２ 評価の基本的な考え方

(1) 事業年度評価

①年度計画に係る業務の実績を客観的に把握し、その

実施状況を明らかにする。

②年度計画の実施状況等を踏まえ、法人の事業活動、

業務運営等多面的な観点から法人全体を評価し、法人

の業務のあり方、改善すべき点等を明らかにする。

③必要に応じ、中期目標、中期計画について、一層適

切なものとなるよう、見直し、修正を求める。

１ 評価の趣旨［病院・大学］

各事業年度において、中期計画に定められた各項目に

おける業務の実施状況の調査・分析結果を踏まえ、事

業の実施状況、財務状況、法人のマネジメントの観点

から、業務全体について総合的な評価を行うことによ

り、法人が行う業務運営の改善・充実に資する。

２ 評価の実施［病院］

(1) 項目別評価

…なお、法人の取り組みを社会に積極的にアピールす

ることや、法人全体の改善・充実を図る観点から、特

筆すべき事項として以下の事項を考慮し記述する。

・政策医療を担う医療機関として、また県内におけ

る中心的かつ指導的な医療機関として果たしている

役割を積極的に評価する。

・自立性、機動性、透明性が高く、効率的な病院経

営がなされていることを積極的に評価する。

・必要に応じ、改善すべき事項や目標設定の妥当性

等の留意事項を記述する。

・中期目標の達成に向けて支障が生じている、ある

いは生じるおそれがある場合にはその理由等につい

て明らかにする。

２ 評価の実施［大学］

(1) 項目別評価

…なお、法人の取り組みを社会に積極的にアピールす

ることや、法人全体の改善・充実を図る観点から、特

筆すべき事項として、以下の事項を考慮し記述する。

・個性豊かな大学づくり、大学経営の活性化などを目

指した法人の特色ある取り組みを積極的に評価する。

・法人運営や教育研究活動を円滑に進めるための

様々な工夫を積極的に評価する。

・必要に応じ、改善すべき事項や目標設定の妥当性

等の留意事項を記述する。

・中期目標の達成に向けて支障が生じている、ある

いは生じるおそれがある場合にはその理由等につい

て明らかにする。

２ 事業年度評価

(１)評価の基本方針

① 中期目標の達成に向け、法人の中期計画の事業の進

行状況を確認する。

② 評価を通じて、法人の業務運営状況を分かりやすく

社会に示す。

③ 法人の業務運営の改善・向上に資する。

④ 都民への説明責任を果たす。

３ 中期目標期間評価

(１)評価の基本方針

① 中期目標の達成状況を確認する。

② 評価を通じて、法人の業務運営状況を分かりやすく

社会に示す。

③ 業務を継続させる必要性、組織の在り方、その他組

織及び業務の全般にわたる検討に資する。

④ 都民への説明責任を果たす。

１ 評価の基本方針［病院］

(1) 中期目標の達成に向け、法人の中期計画の事業

の進行状況を確認する。

(2) 評価を通じて、法人の業務運営状況をわかりや

すく社会に示す。

(3) 法人の業務運営の改善・向上に資する。

(4) 都民への説明責任を果たす。

１ 評価の基本方針［大学］

(1)～(4)…病院と同じ

(5) 教育研究の質の向上に資する。

(6) 中期目標の期間の終了時において、法人の業務

を継続させる必要性、組織の在り方その他その組織

及び業務の全般にわたる検討に資する。

３ 評価の方法［大学］

…評価にあたっては、教育研究の状況、法人の業務

運営の改善、財務運営の改善等に視点を置き、総合

的に評価を行う。

…特に大学改革を推進するための取組みについては

積極的に評価する。

２ 評価の方法［病院］

(1) 業務実績報告書

…以下に掲げる事項を特記事項として記載する

① 前年度の評価結果を踏まえた改善に向けた取組

み、課題 ② 特色ある取組みや特筆すべき優れた

実績を上げた取組み ③ 遅滞が生じている取組

みやその理由 ④ 過年度の実績との数値による

１ 基本方針

(１)法人の組織・業務運営等に関して改善すべき点を明

らかにすることにより、法人運営の質的向上に資する

ことを目的に評価を行う。

(２)府民への説明責任を果たす観点から、評価を通し

て、中期目標及び中期計画の達成状況や実施状況を分

かりやすく示す。

(３)中期目標、中期計画について、一層適切なものとな

るよう、必要に応じて見直しを求める。

(４)法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要に応じ

て評価の方法を見直す。

２．評価の基本方針［病院］

○評価の目的は、年度計画及び中期計画の進捗状況

等を評価し、組織・業務等に関する改善すべき点等

を明らかにすることにより、法人運営の質的向上や

病院改革の推進に資することとする。

○府民への説明責任の観点から、中期目標の達成に

向けた法人の取組状況等を分かりやすく示すことと

する。

○評価の方法については、法人を取り巻く環境変化

などを踏まえ、必要に応じて見直すこととする。

１．趣旨［大学］

○公立大学法人にかかる各年度の業務実績の評価

（年度評価）にあたっては、…特に、教育研究の特

性や大学運営の自主性・自律性などを考慮した評価

がなされるよう、以下に示した方針及び評価方法等

により実施する。

２．評価の基本方針［大学］

○公立大学法人の年度評価にあたっては、国立大学

法人評価委員会における評価方法等を踏まえつつ、

特に次の点を考慮する。

・法人化を契機とする大学改革の実現

・教育研究の特性への配慮

・公立大学としての地域における役割と府民への説

明責任

○公立大学法人を取り巻く環境変化のほか、国立大

学法人にかかる年度評価の動向を踏まえ、必要に応

じて評価方法等を見直すこととする。

４．項目別評価の具体的方法［大学］

(２)「教育研究等の質の向上に関する項目」の評価

○教育研究の特性への配慮から、専門的な観点から

の評価は行わないこととし、①公立大学法人による

自己点検、②評価委員会による進捗状況の確認、の
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病院法人と大学法人の両方を設立する団体で、共通の基本方針を定めている事例

厚生労働省独立行政法人評価委員会 病院部会
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(2) 中期目標期間評価

①中期目標、中期計画に係る業務の実績を客観的に把

握し、その達成状況を明らかにする。

②中期目標の達成状況等を踏まえ、法人の事業活動、

業務運営等多面的な観点から法人全体を評価し、法人

の業務のあり方、改善すべき点等を明らかにする。

③必要に応じ、中期目標、中期計画について、一層適

切なものとなるよう、見直し、修正を求める。

比較（数値による比較が可能なもの） ⑤ その他、

法人が積極的に実施した取組み等

(2) 項目別評価

…業務実績報告書の各項目の検証及び特記事項等

を基に…評価する。

(3) 全体評価

…業務全体の状況について、法人の設立目的に照

らし総合的な視点から判断する。

手順で行う。

５．全体評価の具体的方法［病院］

○全体評価においては、法人化を契機とした病院改

革の取り組み（法人運営における自律性・機動性の

発揮、財務内容の改善、病院運営の透明性の向上、

５病院の連携など）を積極的に評価する。

５．全体評価の具体的方法［大学］

○全体評価においては、法人化を契機とする大学改

革の取り組み（学長のリーダーシップの発揮、機動

的・戦略的な大学運営、府民に対する説明責任、社

会に開かれた大学運営など）を積極的に評価する。

評価の種別

(「事業年度評価」、

「中期目標期間評

価」の区分)

２ 評価の種別

評価委員会においては、次の２つの評価を行う。

(1) 各事業年度における業務の実績に関する評価（以

下「事業年度評価」という。）

各事業年度における中期計画の実施状況を調査・分析

し、その結果を踏まえて当該事業年度における業務の

実績の全体について総合的な評定をして評価を行う。

(2) 中期目標の期間における業務の実績に関する評価

（以下「中期目標期間評価」という。）

中期目標の期間における中期目標の達成状況を調査・

分析し、その結果を踏まえて当該中期目標の期間にお

ける業務の実績の全体について総合的な評定をして評

価を行う。

１ 評価の趣旨

(1) 各事業年度に係る業務の実績に関する評価（以下

「事業年度評価」という。）

各事業年度において、中期計画に定められた各項目の

実施状況の調査・分析結果を踏まえ、業務全体につい

て総合的な評価を行うことにより、法人が行う業務運

営の改善・充実に資する。

(2) 中期目標に係る業務の実績に関する評価（以下「中

期目標期間評価」という。）

中期目標期間終了後において、中期目標に掲げた各項

目の達成状況の調査・分析結果を踏まえ、業務全体に

ついて総合的な評価を行うことにより、法人が行う業

務運営の改善・充実に資する。

１ 評価委員会の主な役割

(１)各事業年度に係る業務の実績に関する評価（以下、

「事業年度評価」という。）

評価委員会は、各事業年度において、中期計画に定め

られた各項目の実施状況の調査・分析をし、その結果

を踏まえ、業務の実績の全体について総合的な評価を

行う。

(２)中期目標に係る業務の実績に関する評価（以下、「中

期目標期間評価」という。）

評価委員会は、中期目標期間において、中期目標に掲

げた各項目の達成状況の調査・分析をし、その結果を

踏まえ、業務の実績の全体についての総合的な評価を

行う。

(３)中期目標期間の終了時の検討

評価委員会は、法人の業務の特性に配慮しつつ、法人

の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他その

組織及び業務の全般にわたる検討を行うにあたっての

意見を行う。

２ 評価方法

評価は、各事業年度終了後に「年度評価」、中期目標期

間終了後に「中期目標期間評価」を実施するものとし、

「項目別評価」と「全体評価」により行う。

１．評価の概要

評価委員会においては、次の２つの評価を行う。

(１)事業年度に係る業務の実績に関する評価

各事業年度において、中期計画の実施状況を調査・分

析し、業務の実績の全体について総合的な評定を行う

ことにより、以降の業務運営の改善に資する。

(２)中期目標に係る業務の実績に関する評価

中期目標期間終了時において、中期目標の達成状況を

調査・分析し、中期目標期間における業務の実績の全

体について総合的な評定を行うことにより、業務の継

続の必要性、組織の在り方その他組織及び業務の全般

にわたる検討並びに次期中期目標の検討に資する。

評価の方法

(「項目別評価」、「全

体評価」の区分)

３ 評価の方法

評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行うもの

とする。

(1) 項目別評価

事業年度評価においては中期計画に定められた各項目

の当該事業年度における実施状況を、中期目標期間評

価においては中期目標及び中期計画に定められた各項

目の達成状況を評価する。

(2) 全体評価

項目別評価の結果を踏まえ、法人の業務の実績の全体

について総合的な評定を行う。

３ 評価方法

法人の評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行

うこととし、事業年度評価においては中期計画に定め

られた各項目の毎事業年度における業務の実施状況

を、中期目標期間評価においては中期目標及び中期計

画に定められた各項目についての達成状況を、それぞ

れ評価するとともに（項目別評価）、項目別評価の結果

を踏まえ、法人の全体的な評価（全体評価）を行う。

２ 事業年度評価

（２）評価方法の基本

法人の評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行

うものとする。

２ 評価方法

評価は、各事業年度終了後に「年度評価」、中期目標期

間終了後に「中期目標期間評価」を実施するものとし、

「項目別評価」と「全体評価」により行う。

（１）年度評価

中期計画及びそれに基づく年度計画に記載されている

小項目、大項目及び全体について評価を行う。

２．事業年度に係る業務の実績に関する評価

業務実績全体の状況について行う総合的な評価と中期

計画に掲げた項目ごとに行う個別的な評価の２つを併

せて行うものとする。

年度評価の方法

(項目別評価)

（評価実施方法の詳細は、「評価要領」で定める。）

３ 評価方法

(1) 事業年度評価

(ｲ) 項目別評価

①評価に当たっては、業務の実施状況と業績の内容を

総合的に勘案して行う。

② 年度計画の各項目ごとに次の５段階で評価を行う。

Ｓ：特に優れた実績を上げている。

Ａ：年度計画どおり実施している。

Ｂ：概ね年度計画どおり実施している。

Ｃ：年度計画を十分には実施できていない。

Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。

③ 評価結果の説明に併せ、必要に応じ特筆すべき事項

を記述する。

２ 事業年度評価

（２）評価方法の基本

① 項目別評価

（ア）中期計画の達成に向けた法人の事業進捗状況・

成果を年度計画の項目ごとに、別表の評語により評価

する。なお、特筆すべき点があればコメントを付す。

（イ）（ア）を原則とし、法人の業務の特性に応じて別

表の評語以外の評語により評価することができるもの

とする。独自の評語を設定した場合は、法人の「業務

実績評価（年度評価）方針及び方法」に明記する。

別表

評語 説明

Ｓ 年度計画

を大幅に

上回って

実施して

計画を上回る実績・成果をあげて

いる項目のうち次に掲げる条件

に該当する項目

・定量的目標が定められている項

２ 評価方法

（１）年度評価

①項目別評価（小項目評価）

法人が自己評価・自己点検を行い、これをもとに評価

委員会において、検証・評価または進捗状況の確認を

行う。法人の自己評価及び評価委員会における評価は、

Ⅰ～Ⅴの５段階で行う。

２ 評価方法

（１）年度評価

②項目別評価（大項目評価）

小項目評価の結果及び特記事項の記載をもとにＳ・Ａ

～Ｄの５段階による評価を行う。

２．事業年度に係る業務の実績に関する評価

（２）個別的な評価

個別的な評価は、中期計画の個別項目ごとの進捗状況

について測定するものとする。

個別的な評価に当たっては、個々の業務の実施状況を

幅広く把握し、可能な限り客観的な評価の実施に努め

るものとする。

評価は以下の判定基準に基づく５段階評価とし、原則

としてその理由を付記するものとする。

判定基準

「Ｓ」：中期計画を大幅に上回っている。

「Ａ」：中期計画を上回っている。

「Ｂ」：中期計画に概ね合致している。

「Ｃ」：中期計画をやや下回っている。

「Ｄ」：中期計画を下回っており、大幅な改善が必要。
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いる 目について、目標の水準を大幅に

上回る実績・成果をあげている

・実績・成果が卓越した水準にあ

る

・都政・都民の新たなニーズに迅

速に対応した取組により高い実

績・満足度を実現している

・上記の各項目 準ずる実績・成

果をあげている

Ａ 年度計画

を上回っ

て実施し

ている

計画を上回る実績・成果をあげて

いる項目で、Ｓ評定には該当しな

い項目

Ｂ 年度計

を概ね順

調に実施

している

年度計画に記載された事項をほ

ぼ１００％計画どおり実施して

いる項目

Ｃ 年度計画

を十分に

実施でき

ていない

実績・成果が計画を下回 ている

項目で、Ｄ評定には該当しない項

目

Ｄ 業務の大

幅な見直

し、改善

が必要で

ある

実績・成果が計画を下回っている

項目のうち次に掲げる条件に該

当する項目

・定量的目標が定められている項

目で、実績・成果が目標の水準を

大幅に下回っている

・提供すべきサービス、財務内容、

その他業務運営に重大な瑕疵が

ある

・実績・成果が 記の各項目に準

ずる水準に止まっている

＜備考＞

・上記の説明は、あくまで目安であり、実績・成果の

水準に加え、計画の難易度、外的要因、取組の経緯・

過程等を総合的に勘案して評定する。

年度評価の方法

(全体評価)

（評価実施方法の詳細は、「評価要領」で定める。）

３ 評価方法

(1) 事業年度評価

(ﾛ) 全体評価

① 項目別評価の結果等を踏まえ、事業の実施状況、財

務状況、法人のマネジメントの観点から、法人の活動

全体について定性的に評価する。

２ 事業年度評価

（２）評価方法の基本

② 全体評価

項目別評価を踏まえつつ、法人の中期計画の進行状況

全体について、次の例を参考に記述式により評価する。

（例）

「～特筆すべき業務の進捗状況にある」

「～優れた業務の進捗状況にある」

「～概ね着実な業務の進捗状況にある」

「～業務の進捗状況に遅れが見られる」

「～業務の進捗状況に大幅な遅れが見られ業務の改善

が必要」 など

２ 評価方法

（１）年度評価

③全体評価

項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の進捗状況全体

について記述式により総合的な評価を行う。

２．事業年度に係る業務の実績に関する評価

（１）総合的な評価

総合的な評価は、（２）の個別的な評価の結果を踏まえ、

国民の視点に立って、それぞれの法人の社会に対する

中長期的な役割に配慮しつつ、次のような観点から中

期目標の達成度について評価するものである。

[1] それぞれの法人の設立目的に照らし、業務により

得られた成果が、国民生活の保障及び向上並びに経済

の発展にどの程度寄与するものであったか。

[2] 法人が、効率性、有効性等の観点から、適正に業

務を実施したかどうか。

年度評価の具体的

な進め方、スケジュ

ール

４ 評価の進め方

(1) 報告書の提出

法人は、岐阜県地方独立行政法人法施行細則（平成 22

年岐阜県規則第47号）第６条及び第８条の規定に基づ

き、各事業年度及び中期目標期間の終了後３か月以内

に、当該期間における業務の実績を明らかにした報告

書を評価委員会に提出する。

(2) 評価の実施

評価委員会は、提出された報告書及び法人へのヒアリ

ングの実施等により業務の実績を調査・分析し、その

結果を踏まえて評価を行う。

４ 評価の具体的な実施方法

(1) 事業年度評価

① 各法人は、毎年６月末までに財務諸表、実績報告書

等を評価委員会に提出する。

② 提出された上記報告書等をもとに評価委員会が評

価を実施するに当たっては、法人からその業務の実績、

自己点検等について、ヒアリングを行う。

③ 評価委員会は、毎年８月末を目途に評価結果を決定

する。

２ 事業年度評価

（３）評価の進め方

①業務実績の検証

法人から提出された業務実績報告書等を基に検証する

とともに、法人からヒアリングも実施する。

②分科会による評価結果の決定

各分科会での審議を通じて、項目別評価及び全体評価

の評価結果を決定する。

なお、各分科会において、法人による事実確認などの

方法をとることにより、適正な評価に努めるものとす

る。

４ 評価の進め方

（１）報告書の提出

法人は、各事業年度及び中期目標期間終了後３か月以

内に、当該期間における業務の実績を明らかにした報

告書を評価委員会に提出する。

（２）評価の実施

評価委員会は、提出された報告書をもとに、法人から

のヒアリング等を踏まえて業務実績を調査分析し、総

合的な評定を行う。評価結果は、知事が９月定例府議

会に報告できるように決定する。

（３）意見申立て機会の付与

２．事業年度に係る業務の実績に関する評価

（３）評価委員会における評価の具体的な実施方法

[1] 各法人は、毎年６月末までに前年度の業務実績に

関する報告を提出する。

[2] 評価に当たっては、各部会において法人からヒア

リングを実施し、本基準に基づき評価を行う。

[3] 各部会において評価を決定した後、評価結果の各

法人及び総務省政策評価・独立行政法人評価委員会へ

の通知並びに公表を行う。
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(3) 意見の申出の機会の付与

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し、

評価結果の案に対する意見を申し出る機会を付与す

る。

（法人の自己評価について、また、評価のスケジュー

ルの詳細については、「評価要領」で定める。）

実績報告 ６月末 法人

○実績報告書、財務諸表

等提出

評価 7～8月 評価委員会

○法人からの実績ヒア

リング実施

○補足資料要請、検討

○各委員による評価

○評価結果の検討、決定

通知公表 ９月 ○評価結果の通知、公表

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し

評価結果（案）に対する意見申し立ての機会を付与す

る。

中期目標期間

評価の方法

（評価実施方法の詳細は、「評価要領」で定める。）

３ 評価方法〔再掲〕

法人の評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行

うこととし、事業年度評価においては中期計画に定め

られた各項目の毎事業年度における業務の実施状況

を、中期目標期間評価においては中期目標及び中期計

画に定められた各項目についての達成状況を、それぞ

れ評価するとともに（項目別評価）、項目別評価の結果

を踏まえ、法人の全体的な評価（全体評価）を行う。

３ 評価方法

(2) 中期目標期間評価

(ｲ) 項目別評価

① 評価に当たっては、業務の達成状況と業績の内容を

総合的に勘案して行う。

② 中期計画に定められた各項目ごとの達成状況を踏

まえ、中期目標の各項目ごとにその達成状況について

次の５段階で評価を行う。

Ｓ：特に優れた実績を上げている。

Ａ：中期目標を達成している。

Ｂ：中期目標を概ね達成している。

Ｃ：中期目標を十分には達成できていない。

Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。

③ 評価結果の説明に併せ、必要に応じ特筆すべき事項

を記述する。

(ﾛ) 全体評価

① 項目別評価の結果等を踏まえ、業務の達成状況、財

務状況、法人のマネジメントの観点から、法人の活動

全体について定性的に評価する。

② 法人の組織、業務等のあり方について、法人設立時

及び中期目標設定時の理念を基礎としつつ、法人を取

り巻く諸事情も勘案し、業務の必要性等の観点から総

括する。

３ 中期目標期間評価

（２）評価方法の基本

法人の評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行

うものとする。

① 項目別評価

（ア）中期計画の達成状況・成果を中期計画の項目ご

とに、次の評語の考え方に基づき「１」～「４」の４

段階で評価する。なお、特筆すべき点があればコメン

トを付す。

（評語の考え方）

「１ 中期目標の達成状況が良好である」

「２ 中期目標の達成状況が概ね良好である」

「３ 中期目標の達成状況がやや不十分である」

「４ 中期目標の達成状況が不十分であり、法人の組

織、業務等に見直しが必要である」

（イ）（ア）を原則とし、法人の業務の特性に応じて４

段階以外の評語を付加することができるものとする。

独自の評語を設定した場合は、法人の「業務実績評価

（中期目標期間評価）方針及び方法」に明記する。

② 全体評価

項目別評価を踏まえつつ、法人の中期計画の達成状況

全体について、次の例を参考に記述式により評価する。

（例）

「～特筆すべき業務の達成状況にある」

「～優れた業務の達成状況にある」

「～概ね着実な業務の達成状況にある」

「～やや不十分な業務の達成状況にある」

「～不十分な業務の達成状況にある」 など

２ 評価方法

（２）中期目標期間評価

中期目標に記載されている大項目及び全体について評

価を行う。

①項目別評価（大項目評価）

各事業年度の評価結果を踏まえつつ、当該期間におけ

る中期目標の達成状況を調査分析し、その結果を考慮

して、次のとおりＳ・Ａ～Ｄの５段階による評価を行

う。

Ｓ：特筆すべき達成状況

Ａ：目標どおり達成

Ｂ：おおむね目標どおり達成

Ｃ：目標を十分には達成できていない

Ｄ：目標をまったく達成できていない

②全体評価

項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標期間におけ

る業務実績全体について、記述式により総合的な評価

を行う。

③公立大学法人の評価

公立大学法人の中期目標期間評価に当たっては、認証

評価機関の評価結果を踏まえる。

３．中期目標に係る業務の実績に関する評価

業務実績全体の状況について行う総合的な評価と中期

目標に掲げた項目ごとに行う個別的な評価の２つを併

せて行うものとする。

（２）個別的な評価

個別的な評価は、中期目標に対する業務の個別項目ご

との達成状況について測定するものとする。

個別的な評価に当たっては、個々の業務の実施状況を

幅広く把握し、可能な限り客観的な評価の実施に努め

るものとする。

評価は以下の判定基準に基づく５段階評価とし、原則

としてその理由を付記するものとする。

判定基準

「Ｓ」：中期目標を大幅に上回っている。

「Ａ」：中期目標を上回っている。

「Ｂ」：中期目標を概ね達成している。

「Ｃ」：中期目標をやや下回っている。

「Ｄ」：中期目標を下回っており、大幅な改善が必要。

３．中期目標に係る業務の実績に関する評価

（１）総合的な評価

総合的な評価は、（２）の個別的な評価の結果を踏まえ、

国民の視点に立って、それぞれの法人の社会に対する

中長期的な役割に配慮しつつ、次のような観点から中

期目標の達成度について評価するものである。

[1] それぞれの法人の設立目的に照らし、業務により

得られた成果が、国民生活の保障及び向上並びに経済

の発展にどの程度寄与するものであったか。

[2] 法人が、効率性、有効性等の観点から、適正に業

務を実施したかどうか。

中期目標期間評価

の具体的な進め方、

スケジュール

４ 評価の進め方〔再掲〕

(1) 報告書の提出

法人は、岐阜県地方独立行政法人法施行細則（平成 22

年岐阜県規則第47号）第６条及び第８条の規定に基づ

き、各事業年度及び中期目標期間の終了後３か月以内

に、当該期間における業務の実績を明らかにした報告

書を評価委員会に提出する。

(2) 評価の実施

評価委員会は、提出された報告書及び法人へのヒアリ

ングの実施等により業務の実績を調査・分析し、その

結果を踏まえて評価を行う。

(3) 意見の申出の機会の付与

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し、

評価結果の案に対する意見を申し出る機会を付与す

る。

４ 評価の具体的な実施方法

(2) 中期目標期間評価

①各法人は、中期目標期間終了後、６月末までに、中

期目標期間に係る事業報告書等を評価委員会に提出す

る。

②提出された上記報告書等をもとに評価委員会が評価

を実施するに当たっては、法人からその業務の実績、

自己点検等について、ヒアリングを行う。

③評価委員会は、中期目標期間終了後、１１月末を目

途に評価結果を決定する。

実績報告 ６月末 法人

○中期目標期間に係る事

業報告書等提出

評価 7～11月 評価委員会

３ 中期目標期間評価

（３）評価の進め方

①分科会による事前評価の実施

中期目標期間の最終年度が開始するまでに、法人から

提出された業務実績報告書等を基に検証するととも

に、必要に応じて法人からヒアリングも実施する。

各分科会での審議を通じて、それまでの業務実績に関

する事前評価を行い、各分科会で評価結果を決定する。

事前評価においては、中期目標の達成状況及びその効

果を分析し、次期中期目標の検討に資する意見を述べ

るものとする。

評価にあたっては、「（２）評価方法の基本」を原則と

し、各分科会で法人の業務の特性に応じて具体的な評

価方法を定める。

②分科会による評価結果（案）作成

４ 評価の進め方〔再掲〕

（１）報告書の提出

法人は、各事業年度及び中期目標期間終了後３か月以

内に、当該期間における業務の実績を明らかにした報

告書を評価委員会に提出する。

（２）評価の実施

評価委員会は、提出された報告書をもとに、法人から

のヒアリング等を踏まえて業務実績を調査分析し、総

合的な評定を行う。評価結果は、知事が９月定例府議

会に報告できるように決定する。

（３）意見申立て機会の付与

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し

評価結果（案）に対する意見申し立ての機会を付与す

る。

３．中期目標に係る業務の実績に関する評価

（３）評価委員会における評価の具体的な実施方法

[1]評価結果を次期中期目標策定等へ反映させる観点

から、次の手順により中期目標期間最終年度において

暫定評価を行うこととする。

○各法人は、中期目標最終年度の６月末までに中期目

標期間の業務実績に関する暫定報告を提出する。

○暫定評価に当たっては、各部会において法人からヒ

アリングを実施し、本基準に基づき中期目標期間に係

る一次評価を行った上で、総会において暫定評価を決

定する。

[2]中期目標期間終了後、[1]の暫定評価結果を踏まえ

つつ、次の手順により最終評価を行うこととする。

○各法人は、中期目標期間終了後、翌年度の６月末ま

でに中期目標期間の業務実績に関する最終報告を提出
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評価委員会名称
病院法人と大学法人の両方を設立する団体で、共通の基本方針を定めている事例

厚生労働省独立行政法人評価委員会 病院部会
岐阜県 地方独立行政法人評価委員会（案） 秋田県地方独立行政法人評価委員会 東京都地方独立行政法人評価委員会 大阪府地方独立行政法人評価委員会

（法人の自己評価について、また、評価のスケジュー

ルの詳細については、「評価要領」で定める。）

○法人からのヒアリング

実施

○補足資料要請、検討

○各委員による評価

○評価結果の検討、決定

通知公表 12月 ○評価結果の通知、公表

各分科会で法人から提出された業務実績報告書や事前

評価の結果等を基に検証するとともに、法人からヒア

リングを実施する。

各分科会での審議を通じて、項目別評価及び全体評価

の評価結果（案）を取りまとめる。なお、各分科会に

おいて、評価結果（案）の内容について、法人による

事実確認などの方法をとることにより、適正な評価に

努めるものとする。

③ 評価委員会による評価結果の決定

各分科会による評価結果（案）を基に、評価委員会に

よる審議を通じて、項目別評価及び全体評価の評価結

果を決定する。

する。

○最終評価に当たっては、必要に応じ各部会において

法人からヒアリングを実施し、本基準に基づき中期目

標期間に係る一次評価を行った上で、総会において最

終評価を決定する。

[3]評価の結果については、各法人及び総務省政策評

価・独立行政法人評価委員会への通知並びに公表を行

う。

評価結果の活用

５ 評価結果の活用

(1) 法人は、評価の結果を踏まえ、法人の組織及び業

務運営の改善に取り組むものとする。

(2) 中期目標の期間の終了前において知事が次期の中

期目標の策定及び次期の中期計画の認可をするに当た

って、評価委員会が法第25条第3項及び法第26条第3

項の規定による意見を述べる際には、当該中期目標の

期間の各事業年度の事業年度評価の結果並びにその後

の中期目標及び中期計画の達成の見込み等を踏まえる

ものとする。

(2) 中期目標の期間の終了時において知事が法第31条

第 1 項の規定に基づき法人の業務の継続の必要性、組

織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検

討を行うに当たって、評価委員会が同条第 2 項の規定

による意見を述べる際には、当該中期目標の期間の各

事業年度の事業年度評価の結果並びにその後の中期目

標及び中期計画の達成の見込み等を踏まえるものとす

る。

５ 中期目標・中期計画に関する法人との意見交換及び

知事への意見

評価委員会は、中期目標期間の終了年度において中期

計画の達成見込み等について法人との間で意見交換を

行い、中期目標期間の終了時において知事が行う組織

及び業務全般にわたる検討に資するため知事へ意見を

申し述べる。

併せて、評価委員会は、法人との意見交換を踏まえ、

知事及び法人に対し当期の中期目標・中期計画の達成

及び次期の中期目標・中期計画に関する意見を申し述

べる。

① 各法人は、中期目標期間の終了年度の前年度の３月

末までに、中期計画の達成見込み等に係る資料を評価

委員会に提出する。

② 評価委員会は、中期目標期間の終了年度開始後速や

かに、中期計画の達成見込み等について法人との間で

意見交換を行う。

３ 評価結果の活用

（１）法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務運営

等の改善に取り組む。

（２）法人の業務継続の必要性及び組織のあり方等に

関する検討、次期中期目標及び次期中期計画の策定の

際には、中期目標期間の各年度の評価結果を活用する。

（３）次期中期目標及び次期中期計画の策定に関して、

評価委員会が意見を述べる際には、中期目標期間の各

年度の評価結果を踏まえる。

法人の意見申立て

機会の付与

４ 評価の進め方〔再掲〕

(3) 意見の申出の機会の付与

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し、

評価結果の案に対する意見を申し出る機会を付与す

る。

６ その他

(1) 評価結果の決定に際し、評価の透明性正確性を確

保するために、法人に意見の申立ての機会を与えるこ

ととし、法人に対して個別の評価ごとに申し立ての期

限を通知する。

３ 評価結果の決定［病院・大学］

評価結果の決定は、以下のとおり行う。

(2) …評価結果（案）に対する意見の申し出の機会

を法人に付与する。

(3) 評価結果の決定は、法人からの意見の申し出を

踏まえて行う

４ 評価の進め方〔再掲〕

（３）意見申立て機会の付与

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し

評価結果（案）に対する意見申し立ての機会を付与す

る。

目標設定の際の留

意点

（記載しない）

５ 目標・計画を策定する際の留意点

目標・計画を策定する際、その達成状況を客観的に測定

することができるよう、数値目標を設定することを基本

とする。数値目標の設定が困難な場合は、達成状況が明

らかになるように目標設定を工夫するものとする。

評価基準・要領の

見直し

６ その他

(1) 評価の実施に当たっては、評価に係る作業が法人

にとって過重な負担とならないよう配慮するものとす

る。

(2) 評価委員会は、この「基本的な考え方」に定める

もののほか、事業年度評価及び中期目標期間評価のそ

れぞれについて、法人の業務の分野ごとに、評価の実

施に関する要領を定めるものとする。

(3) この「基本的な考え方」は、必要に応じ、評価委

員会の決定により改正することができるものとする。

６ その他

(2) 個別の評価基準については別に定めるものとする。

(3) 本基本方針については、事業年度評価及び中期目標

期間評価の実施結果を踏まえ、必要に応じ、評価委員

会の協議により見直すことができるものとする。

４ その他

この「基本的な考え方」については、必要に応じ、幹

事会の決定を経て、改正することができるものとする。


